入札にあたっての留意事項
「京都市中央卸売市場第二市場再整備工事　ただし，既存管理事務所棟他解体撤去工事」
	本件は，特定建設工事共同企業体（ＪＶ）を対象とした「事後確認型一般競争入札」を試行実施するものです。

　

※　これまでの共同企業体を対象とした入札手順（事前審査型一般競争入札）とは大きく異なる点がありますので，以下の点に十分留意のうえ入札参加申請を行ってください。


１　電子入札システムによる入札方法について

　　入札は，共同企業体の代表となる構成員（代表企業）のＩＣカード（又は入札端末機利用者カード）で行ってください。

その際，電子入札システムにおける「一般競争入札参加資格確認申請書」入力画面の「ＪＶ参加」のチェック欄及び「共同企業体名称」欄には何も入力しないでください。
※電子入札システム上では，代表企業単体による入札の扱いとなります。
２　提出書類について
⑴　全ての提出書類（特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書，共同企業体協定書の写しを含む。）を入札期間に提出してください。

⑵　インターネットで提出書類データを送信する際，容量等の関係から１つのファイルで送信できない場合や，ファイルの圧縮により文字や図面等が判読不能になる恐れがある場合，該当する書類を「入札資料提出ポスト」（入札期間中，契約課に設置）に投函してください。判読不能の場合は，書類不備による無効（参加資格なし）扱いとなりますので十分注意してください。
⑶　入札参加資格の確認は，開札後，予定価格の範囲内で最低の価格にて有効な入札を行った業者（＝「一番札業者」）に対してのみ，提出書類をもって行うこととなります。その際，必要な書類の提出漏れや記載不備（記載漏れや誤り）があった場合は，書類不備による無効（参加資格なし）となり，追加提出や差し替え及び訂正等は認められませんので，提出前に不備がないか十分確認してください。（※提出書類の確認には【別紙】のチェックシートも活用してください。）
なお，提出書類について，不明な点がありましたら，契約課工事契約担当（電話：075-222-3313）までお問い合わせください。

３　その他

　電子入札システムでは，代表企業単体名で入札を行っていただきますが，その他の本市への提出書類（契約及び工事施工に関する書類及び請負代金等に係る請求書類など）については，従来どおり，全て共同企業体名で提出してください。
【別紙】　　　提出書類チェックシート（※提出は不要です。）
	１　入札金額に対応する積算内訳書

□　工事名，工事場所，開札日，共同企業体の名称，代表となる会社の商号又は名称，代表者の役職及び氏名が記載されている。
□　積算内訳書の金額と入札金額（税抜）が一致している。

□　代表者の登録印が押印されている。（「入札資料提出ポスト」に投函する場合）

	２　一般競争入札参加資格確認申請書
□　共同企業体の名称，代表者の住所又は所在地，商号又は名称，代表者氏名が記載されており，協定書と一致している。
□　工事件名及び工事場所が本件と一致している。

	３　経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し（構成員全員）
□　開札日において審査基準日から１年７箇月以内である。
□　雇用保険，健康保険及び厚生年金保険の加入又は適用除外の確認ができる。

	４　技術者配置予定調書

□　各構成員１名ずつ配置予定技術者を申請している。
□　配置予定技術者は，建設業法に基づく解体工事に係る監理技術者又は国家資格を有する主任技術者を申請している。
□　下請発注額の合計が３，０００万円以上を予定している場合には，代表者となる構成員については監理技術者を申請している。
□　上記の場合，監理技術者資格者証（表面及び裏面とも）の写し及び監理技術者講習修了証の表面の写しを添付しており，どちらも開札日において有効期間内である。

□　上記の場合，監理技術者資格者証等により３箇月以上の雇用関係が確認できない場合は，それ以外の確認書類の写しを添付している。
□　コリンズ（工事実績情報システム）で他の工事に配置されていないことが確認できる。（登録のタイムラグ等により直近のコリンズ登録結果が反映されていない可能性がある場合は，別途「登録内容確認書」を添付すること。工期内であるが既に検査が完了し合格している場合は，工期欄に完了日を補記すること。）

	５　特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書

　□　共同企業体の名称，代表者，構成員，出資割合等が協定書と一致している。

　□　工事件名及び工事場所が本件と一致している。

	６　特定建設工事共同企業体協定書（甲）の写し

□　国土交通省が示す様式で平成１４年３月２９日付国総振第１６２号により改正後のものである。
□　発注者及び工事名が本件と一致している。（第１条）
□　共同企業体の設立は，入札公告から一般競争入札参加資格確認申請書提出日までの間である。（第４条）
□　協定書の日付は，入札公告から一般競争入札参加資格確認申請書提出日までの間である。

	７　その他
□　ファイルの形式はワード，エクセル（Office2007で扱えること。）又はＰＤＦファイル（Adobe Reader8.0で扱えること。）である。
□　文字化けや文字潰れで判別できない文字はない。

□　容量の関係等から一部の書類を紙で提出する場合は，封筒表面に入札番号，工事名，工事場所のみを記載し「入札資料提出ポスト」に投函している。
□　入札は，共同企業体の代表となる構成員（代表企業）のＩＣカード（又は入札端末機利用者カード）で行っている。

□　電子入札システムの「一般競争入札参加資格確認申請書」入力画面の「ＪＶ参加」のチェック欄及び「共同企業体名称」欄には何も入力していない。


一般競争入札参加資格確認申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

（あて先）京　都　市　長

共同企業体の名称

　　　　　　　　　　　　代表者　住所又は所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(商号又は名称,　　　　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(代表者氏名,　　　　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　下記の件に係る一般競争入札に参加する資格について確認されたく，必要な書類を添えて申請します。

　なお，添付した書類の内容については，事実と相違ないことを誓約します。

記

１　工事件名

京都市中央卸売市場第二市場再整備工事　ただし，既存管理事務所棟他解体撤去工事
２　工事場所

　　京都市南区吉祥院石原東之口２番地他
３　添付書類
　⑴　入札金額に対応する積算内訳書
⑵　一般競争入札参加資格確認申請書
⑶　構成員全員の直近の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し

⑷　技術者配置予定調書（必要部数複写して使用）
⑸　特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書
⑹　特定建設工事共同企業体協定書（甲）の写し
４　連絡先　　　　　所属

　　　　　　　　　　氏名

　　　　　　　　　　電話　　　　（　　　）

申請書提出期間：平成２７年１２月１５日（火）～１７日（木）
解体（ＪＶ）事後確認型
技 術 者 配 置 予 定 調 書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体名　　　　　　　　　　　　　　　　
	技術者の種別
	主任技術者　　・　　 監理技術者　　　　　　※いずれかを○で囲む。

	配置予定者氏名
	
	所属会社名　

	主

任

技術者
	法令による免許名

取得年月日（番号）
	　

　

　　　年　　月　　日（番号　　　　　　　）
	※添付書類（Ａ４サイズ）

免許・資格を証明する書面の写し

	
	実務経験等
※法令による免許がない場合のみ
	最終学歴

実務経験年数　　　　　年　　　か月
	※添付書類

実務経験証明書（写し可）
（法令による免許がある場合は不要）

	監理技術者
	監理技術者資格

交付年月日

交付番号
	監理技術者資格者証

平成　　年　　月　　日　交付

第　　　　　　号
	※添付書類（Ａ４サイズ）

①監理技術者資格者証（表面・裏面とも）の写し，②監理技術者講習修了証の表面の写し

	手持ち工事の有無
	有　　・　　無　　　※いずれかを○で囲む。
	※上記以外の添付書類

【主任技術者の場合】

常勤の自社社員で，３箇月以上の雇用関係があることが確認できる書類（下記注３参照）の写し。ただし，代表者が自ら主任技術者となる場合は不要。

【監理技術者の場合】

監理技術者資格者証等により３箇月以上の雇用関係が確認できない場合は，それ以外の確認書類（下記注３参照）の写し。

	（手持ち工事「無」の場合は最新の工事経験）

手 持 ち 工 事 の 状 況 等
	工事名称　
	
	

	
	工事場所　
	
	

	
	発注者名　
	
	

	
	契約金額
	円　
	

	
	工　　期
	　年　　月　　日　～　　年　　月　　日
	

	
	従事役職
	主任技術者・監理技術者・現場代理人

※いずれかを○で囲む。
	


（記載に当たっての注意事項）

注１　税込請負金額（予定）を２５００万円（建築一式工事５０００万円）以上とする場合の技術者には専任義務が発生するため，入札参加資格確認日現在で，他の工事（本市工事以外も含む。）に技術者又は現場代理人として配置されている者での申請は認められない。監理技術者についてはコリンズ（工事実績情報システム）で他の工事に配置されていないことが確認できること。登録のタイムラグ等により直近のコリンズ登録結果が反映されていない可能性がある場合は，別途「登録内容確認書」を添付すること。工期内であるが既に検査が完了し合格している場合は，工期欄に完了日を補記すること。
注２　提出に当たっては契約工期に確実に配置できる者を記載すること。落札した場合には，本調書に記載された者と同一人を配置すること。その際，技術者の種別については，建設業法第２６条の規定に基づき，下請金額に応じて監理技術者又は主任技術者のいずれかで配置すること。本調書に記載された技術者を配置しない場合は虚偽記載があったものとして入札参加停止措置を行う。なお，死亡，重篤な病気，退職等の極めて特別な理由がある場合を除き技術者の変更は認めない。
注３　添付書類のうち「常勤の自社社員で，３箇月以上の雇用関係があることが確認できる書類」の例

○会社名の記載のある健康保険証の写し，○住民税特別徴収税額（変更）通知書の写し，○雇用保険被保険者証の写し，

○（上記のいずれもない場合は）雇用主が当該技術者を３箇月以上雇用している旨の誓約書でも可（ただし，監理技術者の場合は不可。）

注４　「手持ち工事の状況等」欄には，当該技術者が現在施工中の工事を記載すること。手持ち工事がない場合は最新の工事経験を記載すること。
京都市中央卸売市場第二市場再整備工事　ただし，既存管理事務所棟他解体撤去工事
解体（ＪＶ）事後確認型

特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書

平成　　年　　月　　日

（あて先）京都市長

共同企業体の名称　　　　　　　　　特定建設工事共同企業体

代表者　住所又は所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 商号又は名称
　　　　                                 代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

構成員　住所又は所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 商号又は名称
　　　　                                 代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
（商号又は名称）　　（代表者　役職・氏名）

この度，連帯責任によって請負工事の共同施工を行うため，　　　　　　　　　　　　　　　　を代表者とする　　　　　　　　　　特定建設工事共同企業体を結成し，京都市発注に係る建設工事の入札に参加したいので，別添書類を添えて入札参加資格の審査を申請します。また，この申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

なお，建設業の許可事項等については，次のとおりです。

	商号又は名称
	出資割合（％）
	許可番号及び許可年月日
	許　可　業　種

	
	
	
	

	
	
	
	


今回入札参加を希望する建設工事の名称等

	工事名

工事場所


	京都市中央卸売市場第二市場再整備工事
ただし，既存管理事務所棟他解体撤去工事
京都市南区吉祥院石原東之口２番地他


